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議案第２３号 川崎市火災予防条例の一部を改正する条例の 

制定について 

 

 

建築基準法及び消防法施行令の一部改正に伴い、屋内消火栓設備及び自動火災報知設

備に関する基準について規定の整備を行うため改正するもの 

 

 

１ 建築基準法の一部改正（令和４年法律第６９号） 

２ 消防法施行令の一部改正（令和６年政令第７号） 

３ 改正の主な内容 

  上記１及び２に伴い、屋内消火栓設備及び自動火災報知設備の設置に関する基準のう

ち、主要構造部が耐火構造等である防火対象物について当該基準を緩和する規定におい

て、特定主要構造部が耐火構造等である防火対象物についても同様に緩和することとす

るため、規定の整備を行うもの 

  「主要構造部」→「特定主要構造部」 

※ 主要構造部とは、建築物の防火上主要な壁、柱、床、はり、屋根又は階段をいう。 

※ 特定主要構造部とは、主要構造部のうち、防火上及び避難上支障がないものを除い

たものをいう。 

４ 施行期日 

  令和６年４月１日から施行 

2

資料１



 

議案第２３号参考資料 

川崎市火災予防条例の一部を改正する条例関係 

 

１ 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等 

の一部を改正する法律による建築基準法の一部改正 令和４年６月１７日公布 この条 

例の関係部分は、令和６年４月１日から施行 

２ 条例改正に関係する上記１の主な内容 

  主要構造部が耐火構造等であること等の基準に適合する建築物が耐火建築物に該当す

るところ、特定主要構造部が耐火構造等であること等の基準に適合する建築物が耐火建

築物に該当することとされた。 

３ 消防法施行令の一部を改正する政令 令和６年１月１７日公布 同年４月１日から施

行 

４ 条例改正に関係する上記３の主な内容 

  上記２に伴い、消防用設備等の設置及び維持の技術上の基準において、主要構造部が

耐火構造等である防火対象物について、当該基準の一部が緩和されるところ、特定主要

構造部が耐火構造等である防火対象物についても同様に緩和されることとされた。 

５ 条例の主な改正内容 

  消防法施行令別表第１に掲げる防火対象物で地階を除く階数が５階以上のものには、

屋内消火栓設備を設けなければならないこととし、主要構造部が耐火構造等で５階以上

の階の部分の床面積の合計が１００㎡以下のもの等については、当該義務の対象として

いないところ、特定主要構造部が耐火構造等である防火対象物についても同様に当該義

務の対象としないこととするもの 
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川崎市火災予防条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市火災予防条例 ○川崎市火災予防条例 

昭和48年７月３日条例第36号 昭和48年７月３日条例第36号

（屋内消火栓設備に関する基準） （屋内消火栓設備に関する基準） 

第42条 次に掲げる防火対象物には、屋内消火栓設備を設けなければならな 

い。 

第42条 次に掲げる防火対象物には、屋内消火栓設備を設けなければならな 

い。 

(１) 政令別表第１(16)項に掲げる防火対象物で延べ面積が、特定主要構

造部を耐火構造とし、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを

難燃材料でした防火対象物にあっては3,000平方メートル以上、特定主要

構造部を耐火構造としたその他の防火対象物又は建築基準法第２条第９

号の３イ若しくはロのいずれかに該当し、かつ、壁及び天井の室内に面

する部分の仕上げを難燃材料でした防火対象物にあっては2,000平方メ

ートル以上、その他の防火対象物にあっては1,000平方メートル以上のも

の 

(１) 政令別表第１(16)項に掲げる防火対象物で延べ面積が、主要構造部  

  を耐火構造とし、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを

難燃材料でした防火対象物にあっては3,000平方メートル以上、主要構造

部  を耐火構造としたその他の防火対象物又は建築基準法第２条第９

号の３イ若しくはロのいずれかに該当し、かつ、壁及び天井の室内に面

する部分の仕上げを難燃材料でした防火対象物にあっては2,000平方メ

ートル以上、その他の防火対象物にあっては1,000平方メートル以上のも

の 

(２) 政令別表第１各項に掲げる防火対象物で地階を除く階数が５以上の

もの（特定主要構造部が耐火構造であるか、若しくは主要構造部が不燃

材料で造られているもので５階以上の階の部分の床面積合計が100平方

メートル（特定主要構造部が耐火構造で、かつ、壁及び天井の室内に面

する部分の仕上げを準不燃材料でしたものにあっては200平方メートル）

以下のもの又は特定主要構造部が耐火構造であるもので５階以上の部分

が床面積の合計100平方メートル（壁及び天井の室内に面する部分の仕上

げを準不燃材料でしたものにあっては200平方メートル）以内ごとに耐火

構造の床若しくは壁又は自動的に閉鎖する機能を備えた防火戸で区画さ

れているものを除く。） 

(２) 政令別表第１各項に掲げる防火対象物で地階を除く階数が５以上の

もの（主要構造部  が耐火構造であるか、若しくは      不燃

材料で造られているもので５階以上の階の部分の床面積合計が100平方

メートル（主要構造部  が耐火構造で、かつ、壁及び天井の室内に面

する部分の仕上げを準不燃材料でしたものにあっては200平方メートル）

以下のもの又は主要構造部  が耐火構造であるもので５階以上の部分

が床面積の合計100平方メートル（壁及び天井の室内に面する部分の仕上

げを準不燃材料でしたものにあっては200平方メートル）以内ごとに耐火

構造の床若しくは壁又は自動的に閉鎖する機能を備えた防火戸で区画さ

れているものを除く。） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（自動火災報知設備に関する基準） 

第46条 次に掲げる防火対象物には、自動火災報知設備を設けなければなら

（自動火災報知設備に関する基準） 

第46条 次に掲げる防火対象物には、自動火災報知設備を設けなければなら
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改正後 改正前 

ない。 ない。 

(１) 政令別表第１(５)項ロに掲げる防火対象物（特定主要構造部を耐火

構造としたもの又は建築基準法第２条第９号の３イ若しくはロのいずれ

かに該当するものを除く。）で延べ面積が250平方メートル以上のもの 

(１) 政令別表第１(５)項ロに掲げる防火対象物（主要構造部  を耐火

構造としたもの又は建築基準法第２条第９号の３イ若しくはロのいずれ

かに該当するものを除く。）で延べ面積が250平方メートル以上のもの 

(２) 政令別表第１(16)項ロに掲げる防火対象物で延べ面積が1,000平方

メートル以上のもの 

(２) 政令別表第１(16)項ロに掲げる防火対象物で延べ面積が1,000平方

メートル以上のもの 

２・３ （略） ２・３ （略） 

第46条の２ 次に掲げる小規模特定用途複合防火対象物に設ける自動火災報

知設備については、省令第23条第４項第１号ヘの規定は適用せず、省令第

24条中「その部分（前条第４項第１号ヘに掲げる部分を除く。）」とある

のは「その部分」と、「その階（前条第４項第１号ヘに掲げる部分を除く。）」

とあるのは「その階」とする。 

第46条の２ 次に掲げる小規模特定用途複合防火対象物に設ける自動火災報

知設備については、省令第23条第４項第１号ヘの規定は適用せず、省令第

24条中「その部分（前条第４項第１号ヘに掲げる部分を除く。）」とある

のは「その部分」と、「その階（前条第４項第１号ヘに掲げる部分を除く。）」

とあるのは「その階」とする。 

(１) 延べ面積が300平方メートル以上で、かつ、政令別表第１(５)項ロに

掲げる防火対象物の用途に供される部分の床面積（当該用途に供される

部分の床面積が当該小規模特定用途複合防火対象物において最も大きい

ものである場合にあっては、当該用途に供される部分及び次に掲げる防

火対象物の用途に供される部分の床面積の合計）が250平方メートル以上

500平方メートル未満のもの（特定主要構造部を耐火構造としたもの又は

建築基準法第２条第９号の３イ若しくはロのいずれかに該当するものを

除く。） 

(１) 延べ面積が300平方メートル以上で、かつ、政令別表第１(５)項ロに

掲げる防火対象物の用途に供される部分の床面積（当該用途に供される

部分の床面積が当該小規模特定用途複合防火対象物において最も大きい

ものである場合にあっては、当該用途に供される部分及び次に掲げる防

火対象物の用途に供される部分の床面積の合計）が250平方メートル以上

500平方メートル未満のもの（主要構造部  を耐火構造としたもの又は

建築基準法第２条第９号の３イ若しくはロのいずれかに該当するものを

除く。） 

ア 政令別表第１(２)項ニ、(５)項イ並びに(６)項イ(１)から(３)まで

及びロに掲げる防火対象物 

ア 政令別表第１(２)項ニ、(５)項イ並びに(６)項イ(１)から(３)まで

及びロに掲げる防火対象物 

イ 政令別表第１(６)項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又

は宿泊させるものに限る。） 

イ 政令別表第１(６)項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又

は宿泊させるものに限る。） 

(２) 前号に掲げるもののほか、延べ面積が1,000平方メートル以上のもの (２) 前号に掲げるもののほか、延べ面積が1,000平方メートル以上のもの
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